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福祉文教委員会会議録 

 

開閉日時 平成２６年９月１９日(金) 午前１０時００分～１１時４７分 

会  場 委員会室         

  

１．出席者 

   ２番 黒川 美克、 ３番 柳沢 英希、   ６番 幸前 信雄、       

   ７番 杉浦 辰夫、 ９番 北川 広人、 １２番 内藤とし子、   

１３番 磯貝 正隆、１５番 小嶋 克文 

   オブザーバー 副議長 

    

２．欠席者 

   な し 

 

３．傍聴者 

 １番 長谷川広昌、   ４番 浅岡 保夫、  ５番 柴田 耕一、   

１０番 鈴木 勝彦、 １１番 鷲見 宗重、 １４番 内藤 皓嗣、 

１６番 小野田由紀子 

  

４．説明のため出席した者 

  市長、副市長、教育長、 

企画部長、人事ＧＬ、総合政策ＧＬ 

福祉部長、地域福祉ＧＬ、生涯現役まちづくりＧＬ、保健福祉ＧＬ 

介護保険・障がいＧＬ、福祉まるごと相談ＧＬ 

こども未来部長、こども育成ＧＬ、文化スポーツＧＬ、 

学校経営（教育センター）ＧＬ、学校経営（教育センター）Ｇ主幹 

 

５．職務のため出席した者 

   議会事務局長、書記２名 
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６．付議事項  

 （１）議案第４３号 財産の無償譲渡について 

 （２）議案第４４号 権利の放棄について 

 （３）議案第４５号 母子及び寡婦福祉法の一部改正に伴う関係条例の整理 

           について 

 （４）議案第４６号 中国残留邦人等の円滑な帰国の促進及び永住帰国後の 

           自立の支援に関する法律の一部改正に伴う関係条例の 

           整理について 

 （５）議案第４７号 高浜市家庭的保育事業等の設備及び運営に関する基準 

           を定める条例の制定について 

 （６）議案第４８号 高浜市特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業の 

           運営に関する基準を定める条例の制定について 

 （７）議案第４９号 高浜市放課後児童健全育成事業の設備及び運営に関す 

           る基準を定める条例の制定について 

 （８）議案第５０号 平成２６年度高浜市一般会計補正予算（第２回） 

 （９）議案第５２号 平成２６年度高浜市介護保険特別会計補正予算 

           （第１回） 

 （１０）議案第５５号 平成２６年度高浜市一般会計補正予算（第３回） 

 （１１）陳情第 ４号 定数改善計画の早期策定・実施と義務教育費国庫 

            負担制度の堅持及び拡充を求める陳情 

 （１２）陳情第 ５号 国の私学助成の拡充に関する意見書の提出を求め 

            る陳情 

 （１３）陳情第 ６号 愛知県の私学助成の拡充に関する意見書の提出を 

            求める陳情 

 （１４）陳情第 ７号 私立高校生の父母負担を軽減し、学費の公私格差 

            を是正するために市町村独自の授業料助成の拡充 

            を求める陳情 

 

 

 委員長挨拶 
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 市長挨拶 

 

委員長 去る９月８日の本会議におきまして、当委員会に付託となりました案

件は、既に配布されております議案付託表のとおり、議案１０件及び陳情４件

であります。当委員会の議事は、議案付託表の順序により、逐次、進めてまい

りたいと思いますが、これに御異議ございませんか。 

 

 「異議なし。」と発声するものあり。 

 

委員長 御異議なしと認め、これより議案付託表の順序により、会議を行いま

す。次に、本委員会記録の署名委員の指名についてであります。本件について

は、委員長から御指名申し上げて御異議ございませんか。 

 

 「異議なし。」と発声するものあり。 

 

委員長 御異議なしと認め、副委員長の黒川美克委員を指名いたします。それ

では、当局より説明を加えることがあればお願いいたします。 

説（企画部） 特にございません。 

 

 

《質 疑》 

（１）議案第４３号 財産の無償譲渡について 

委員長 質疑を行います。 

問（１２） 養護老人、旧ですけど高浜の養護老人ホームとデイサービスの建

物を、それに付帯する設備を昭徳会に無償譲渡するということなんですが、昭

徳会のほうは、どうして今なのか、今後どのような計画があるのか、お示しく

ださい。 

答（保健福祉） 今回、無償譲渡させていただきますが、建物につきましては、

直近ですと刈谷豊田総合病院に高浜分院を無償譲渡したというようなこともあ

りまして、本来、これ無償譲渡をさせていただきますが、平成１２年に運営の
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ほうを昭徳会のほうに移管をしておりまして、本来であれば、そのときに合わ

せて無償譲渡すべきであったのかなというふうに思っておりますが、今回、無

償譲渡という形でさせていただきます。建物を昭徳会が所有することによりま

して、施設運営面からも所有者である施設側の裁量が高まり、より入所者にと

って快適な住空間を提供できる、そんな思いから今回無償譲渡をさせていただ

く、そういうものであります。 

委員長 ほかに。 

 

 「後の計画は。」と発声するものあり。 

 

委員長 すみません。保健福祉グループ。 

答（保健福祉） 今後の計画につきましては、今回、建物を無償譲渡させてい

ただくということですので、昭徳会のほうで将来的なあり方については考えて

いかれる。また、そういう裁量も、昭徳会のほうにできるというふうに思って

おります。 

委員長 ほかに。 

問（９） 議案４３号ですけども、これ建設時期が、昭和５９年と伺っており

ますけども、同時にこう譲渡される付帯する設備ですね、ここに書かれておる

のは電気設備、空調、給排水衛生設備というふうに書いてありますけども、こ

の辺のものというのは、どこかで、今まで更新されているんでしょうか。 

答（保健福祉） こちらのほうにつきましては、空調のほうで若干の修繕等行

っておりますが、それ以外の部分については開設当初から手を加えているとい

うことはありません。 

問（９） それでは、この無償譲渡に対して時期的に結構中途半端というと変

ですけども、機能途中という部分もあるわけなんですけども、そういった中で

何らかその昭徳会のほうと覚書き等、あるいは、今後のことについての協定書

等、そういったものの話し合いができたから、こうやったというようなことが

あるのかないのか。あれば、どういうような内容のことが謳われているのかと

いうことを、お答えいただきたいと思います。 

答（保健福祉） 今回、中途半端な時期というようなところで、実は、建物自
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体を法人にすぐ譲渡する場合、法人が譲渡早々に運営を辞退されるというよう

なケースも想定される。今回については、平成１２年からかなりの年数が経っ

ておる、また相手方が昭徳会であるというようなことから、そういう意味では

安心して譲渡させていただくことができるかなというふうに思っております。

また、この建物自体は、委員御存じのとおり二人部屋というようなことになっ

ております。実は、現行の法の中では、基本的には一人部屋を推奨していくと

いうようなことになっておりまして、将来的には二人部屋の解消を法人側がし

ていくというような方向があるというようなことも聞いておりますので、よろ

しくお願いします。 

問（９） 確定的な部分ではないにしろ、今後も、この養護老人、今でいうと

高浜のデイサービスセンターというスタイルで維持をされていっていただける

ということで、理解してよろしいかどうか。 

答（保健福祉） 御質問のとおり、将来的な建てかえであっても、このデイサ

ービスと養護の部分については、当然、高浜市の社会資源でありますので、残

していただくというような思いでおりますので、よろしくお願いします。 

委員長 ほかに。 

問（６） １点確認させてほしいんですけど、従来は高浜市の所有のものだと

いうことで維持管理にかかるところは、高浜市が負担するところ、これがあっ

て当然だと思うんですけども。無償譲渡したということは、今後は、昭徳会さ

んが全部メンテされるということで、そういう理解でよろしいですか。 

答（保健福祉） 委員御質問のとおり、無償譲渡した後は、昭徳会のほうで維

持管理をされるということで、間違いありません。 

委員長 ほかに。 

 

 質 疑 な し 

 

委員長 ほかにございませんか。 

 

 質 疑 な し 
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委員長 質疑もないようですので、議案第４３号の質疑を打ち切ります。 

 

 

（２）議案第４４号 権利の放棄について 

委員長 質疑を行います。 

 

 質 疑 な し 

 

委員長 質疑もないようですので、議案第４４号の質疑を打ち切ります。 

 

 

（３）議案第４５号 母子及び寡婦福祉法の一部改正に伴う関係条例の整理に 

ついて 

委員長 質疑を行います。 

 

 質 疑 な し 

 

委員長 質疑もないようですので、議案第４５号の質疑を打ち切ります。 

 

 

（４）議案第４６号 中国残留邦人等の円滑な帰国の促進及び永住帰国後の自 

立の支援に関する法律の一部改正に伴う関係条例の整 

理について 

委員長 質疑を行います。 

 

 質 疑 な し 

 

委員長 質疑もないようですので、議案第４６号の質疑を打ち切ります。 
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（５）議案第４７号 高浜市家庭的保育事業等の設備及び運営に関する基準を 

定める条例の制定について 

委員長 質疑を行います。 

問（７） 家庭的保育事業の条例の制定で、総括の答弁の中で、現在実施して

いる事業で、大きな違いは食事の提供であるということで言われて、現在、弁

当持参であるが提供方法は連携施設からの搬入で、具体的には保育園でつくっ

た給食を運搬と言われましたが、各施設家庭的保育事業、「となりのおばちゃん」

とか「こっこママ」、「あいあい」、「おひさま」、「からんこえ」ですか、いろい

ろあるわけですけど、これら各施設はどこからの搬入かということをお願いい

たします。 

答（こども育成） ただいまの質問の食事の搬入は、それぞれどこから考えて

いるかというところでございますけども、まず、「となりのおばちゃん」、「あい

あい」、「こっこママ」につきまして、いわゆる市民団体さんが運営している家

庭的保育につきましては、市のほうでまずそこを、運営をやっていくというと

ころで、それは今の現時点の想定では、調理室の設備規模面を含めて吉浜北部

保育園からの搬入を考えております。それで、湯山住宅集会所でやっている「か

らんこえ」につきましては、すぐ近くで連携保育園となりますよしいけ保育園

がございますので、よしいけ保育園からの搬入という部分を考えております。

いきいき広場さんがやっております「おひさま」につきましては、連携園は社

協さんがやられている家庭的保育でございますので、距離的にいったら中央保

育園ということになってくるかと思いますけれども、そこの運搬部分等につき

ましては、まず市のほうで当初予算に向けてそこのところをどういった形でや

っていくかということを踏まえて、そこら辺を、「よしいけ」、あの「からんこ

え」さんは本当にすぐ近くなので徒歩でも行けるくらいの距離なので、そこは

大丈夫かなと思っていますけども、社協さんのほうについては、運搬について

は別個でやるのか、または、市が運ぶ中でルートに乗せるのか、ここら辺につ

いてはちょっと検討が必要かなとは考えておりますけども、いずれにせよ食事

をつくるという部分については、そのように考えておりますので、よろしくお

願いします。 

委員長 ほかに。 
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問（１２） この４７号ですが、まず、最低基準の目的のところで、第３条、

「明るくて、衛生的な環境において、素養があり、かつ、適切な訓練を受けた

職員が保育を提供することにより、心身ともに健やかに育成されることを保障

するものとする」。次で「最低基準を常に向上させるように努めるものとする。」

となっていますが、これらはどのように保障するのか、ちょっとそこのところ

が気になりますので、そこの説明と。それから、第４条で「その設備及び運営

を向上させなければならない。」、「設備又は運営を低下させてはならない。」と

かなっていますが、それらはどのように保障していくのか、担保、何か担保が

あるのか。それから、第５条で「運営の内容を適切に説明するように努めなけ

ればならない。」、「保護者及び地域社会に対し、」ですね。それから「自らその

行う保育の質の評価を行い、常にその改善を図らなければならない。」というよ

うなものが出ていますが、それらはどのようにしていくのかお示しください。 

答（こども育成） ただいま３点の質問があったと思いますけれども、まず、

第３条の部分につきましては、どのようにこの適切な訓練を受けた職員等につ

いて確保されていくか、というところでございますけれども、こちら条例の中

でも、今回、この中で制定される家庭的保育、小規模保育、事業所内保育、居

宅訪問型保育、それぞれこの中で保育従事者として認められるものの規定が定

められております。例えば、保育士であったり、家庭的保育にように保育士、

または、その市町村が行う研修を修了したものというところがありますので、

そういった基準をしっかり満たしているかどうかというところを、この基準を

用いて確認していくというところでございますので、そういった意味での職員

の質の担保と、また、その担保という意味では、市のほうでも研修等を行って

いますので、そういったところを受講していただいて質の維持の向上に努めて

いくという形で進めていく予定でございます。また、第４条におきまして、そ

の最低基準を低下させ、を理由として、低下させてはならないというようなと

ころで、どのように担保していくかというところですけれども、今、現在やっ

ている家庭的保育におきましても、こちら家庭的保育者に全てお任せしている

というわけではなくて市のほうとも常日ごろ、連携、情報をやりとりしながら

しているところでございますので、そういったところについては、そういった

定期的なやりとりの中で、お互い協議しながら進めていけば、その部分につい
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ては担保されるのではないかなと考えております。続きまして、第５条の部分

ですけれども、評価の点ですけれども、高浜市におきましても保育所のほうで

は、第三者評価を高浜市独自でやっておりまして、その枠組みを使いながら、

家庭的保育においても自己評価をできるような仕組みを少し構築していき、自

ら、その点、家庭的保育の中の保育について、チェックしてもらう仕組みをつ

くっていこうというふうに考えております。 

問（１２） ５条の２のところですね、「利用乳幼児の保護者及び地域社会に対

し、当該家庭的保育事業等の運営の内容を適切に説明するよう努めなければな

らない。」となっていますが、これらはどのようにされていくおつもりなんでし

ょうか。 

答（こども育成） この第５条の第２項の部分ですけれども、保護者、地域社

会等に対し適正に説明するよう努めなければならないというところで、今、現

時点におきまして、家庭的保育におきましては、家庭的保育の入所の際に対し

ては、当然、市の窓口のほうにおみえになる形になっておりますので、その中

で家庭的保育のそれぞれの保育の特徴であったりとか、保育をどのようにやっ

ているかというところについては、市のほうでそこのところは説明させていた

だいているという状況でございますので。また、地域社会等というところにつ

いても、家庭的保育を一体的に、ホームページ等、また、広報等にも載せなが

ら、こういうふうにやってますよというところは随時お示しさせていただいて

いるところなので、そういった点を引き続き継続していきたいと考えておりま

す。 

問（１２） 次に第８条ですが、「家庭的保育事業者等の職員の一般的要件」と

いうところで、先ほども話がありましたが、「健全な心身を有し、豊かな人間性

と倫理観を備え、児童福祉事業に熱意のある者であって、できる限り児童福祉

事業の理論及び実際について訓練を受けたものでなければならない。」というの

はありまして、その後、知識及び技能の向上とか、ずっと載っているんですが、

ここで、「できる限り」というのがついているのは、どうしてかというのか、そ

の辺りをお示しください。 

答（こども育成） 今の質問の第８条の部分でございますけれども、「できる限

り」という面を含めて、市のほうとして、今、現時点でも家庭的保育のスタッ
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フを中心に、養成講座、現任研修、いろいろな形で研修のほう行っておりまし

て、その中で、当然、スタッフの方、働きながらやっているところもございま

すので、機会を用意しつつ、その中で、全ての人が全て全部受けられるわけで

もありませんので、その中で、市のほうとしてもいろんな形で機会の提供はし

ていきますので、その中でできる限り受けていただいて、質の向上に努めても

らう。それは、それぞれ市の保育士でも同様でして、全ての職員が全ての研修

に出れるわけではございませんので、その中は研修を受けた人間が、また中で、

その研修の結果をきちんと伝えて職員の質の向上につなげていく、そういった

形で質の維持を保っていくという考え方でございます。 

問（１２） 先ほど、食事の件は出ましたので、保育時間について、第２４条

ですが、「１日につき８時間を原則とし、」となっていますが、現在はどのよう

になっているんでしょうか。 

答（こども育成） この保育時間というところですけれども、こちらの「１日

８時間を原則とし、」というのは、現状の家庭的保育のガイドラインのほうも同

様でして、それを踏まえて市のほうでは、今、家庭的保育は朝８時から夜６時

までというところの１０時間の範囲で行っているというところでございます。 

問（１２） 今、８時から６時までやっているということは、これは、保育時

間が１日につき８時間原則となっていますが、原則は、原則だから６時までや

るということなのかもしれませんが、その場合に、延長になるとどのように、

保育料などは、どのようになっていくのか、どういうふうにされるのかお示し

ください。 

答（こども育成） この延長の部分という話でございますけれども、１日８時

間に対して、現状は８時から６時までの中で一律でやっているというところで

ございまして、今後、この家庭的保育につきましては、いわゆる三号認定、３

歳未満児のところで、保育を必要とする子供の認定区分としては三号認定とい

う形になります。三号認定の保育料というのが、国のほうから一律で基準が示

されると。それに基づいて、保育料を徴収するという形になりますので、その

保育料の中で動く形になるんですが、要は、その保育料が８時から６時の部分

でいきますと、今の新しい制度の考え方でいきますと、保育標準時間というと

ころの範疇の中には入ってくるんですが、その範疇の中での延長の部分につい
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ては、今も取っておりませんし、そこのところは、この８時から６時というと

ころでは、今の現状の保育料でも取っていませんので、家庭的保育でも、今後

も同様にこの８時から６時という時間を、また今後、ニーズの中で家庭的保育

の時間を延ばしていくという話であれば別ですけれども、今の現時点では、特

にそこのとこについて、この時間帯の利用であれば料金については変わらない

というか、延長だからふえるという話はないというふうに考えております 

問（１２） 設備の基準の関係ですが、第２８条の関係で、保育室または遊戯

室の面積は幼児１人につき１．９８平方メートル以上となっていますが、これ

何ていうか、以上となっているから、いいのかなというあれはあるんですが、

１人につき１．９８というのは、ちょっと狭いんではないかという気がいたし

ますのと、それから、屋外遊戯場、高浜の家庭的保育は皆屋外なんですが、す

ぐ近くにない家庭的保育もありますから、そういう面では、どこを使ってるの

か、ちょっと狭いんではないかという気がいたしますが、その点ではどうなん

でしょう。 

答（こども育成） ただいま第２８条の面積等の質問でございますけれども、

まず、幼児１人当たり１．９８等のこの基準でございますけども、こちらにつ

いては国の基準どおりのことでございまして、これについては、今まで市のほ

うでも、これ以上確保していくということで遵守しながらやってきております

ので、そこのところについては現状のままでいくという認識でございます。あ

と、屋外遊戯場という部分ですけれども、こちら、屋外遊戯場に変わるべき場

所を含むということで、付近にあるというところでございますので、たしかに

家庭的保育によっては、すぐ目の前にないところもございますけども、そうい

った場合には、例えば、近くの公園等の公共施設だとか、そういうところを使

いながら保育をしているというところで、それは、今、現状でも同じでござい

まして、各家庭的保育については、近くにあるそういった遊べる場所を利用し

てやっているというところでございます。 

委員長 ほかに。 

問（１２） すいません、ちょっと戻りますが、職員の件で、家庭的保育の職

員の件で、第２３条の２のところですが、「家庭的保育者は、市長が行う研修を

修了した保育士又は保育士と同等以上の知識及び経験を有すると市長が認める
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者であって、次の各号のいずれにも該当するものとする。」ということになって

いるんですが、家庭的保育といってもやはり保育をするわけですから、きちん

と保育士さんだとか資格を持った方を置いていただきたいと思うんですが、そ

の点では、これを見ると資格というのは、一応、どこか載っていましたけど、

これ見ると研修でいいとなっていますが、そういう点では、保育者の資格とい

うのは保育士とか教諭の資格とか、そういう考えはないんでしょうか。 

答（こども育成） ただいまの質問の資格というところでございますけれども、

高浜市におきましては、平成２０、２１、２２年度で、養成講座を開いてきま

して、家庭的保育のガイドラインに沿った形で、いわゆる、この認定できる、

市長が行う研修として修了したものと認められる程度の研修というのを実施し

て保育の質というものを高めてまいりました。それを踏まえて、今、現状、家

庭的保育をきちんとスタッフの技量として行っていただいているという認識で

ございますので、こういった家庭的保育のこの部分につきまして、その基準を

保育士に限定するとかそういう点については、考えてはおりません。 

問（１２） これまでやってきたのと、今回は、子ども子育てで新しい法律に

基づいて家庭的保育も、こうやって規定がされるわけですから、内容も新しく

向上させていかなければいけないと思うんですが、そういう点では、確かに、

研修を受けた方たちも一生懸命やっていてはくれますけども、きちんと保育士

としていろんな分野の学習を行い、研修というか実践も行い、資格を取った方

たちを充てるべきだと思うんですが、その点ではどうなんでしょう。 

答（こども未来部） 家庭的保育についても、今までガイドライン、国の定め

たガイドラインによってやっておりまして、今回、そうなった条例につきまし

ても、ガイドラインを踏まえて制定したものでございます。今まで特に支障が

あったかというと、全然、支障はございませんので、これまでどおりのことを

踏まえてやっていくつもりでおりますので、よろしくお願いいたします。 

問（１２） 支障がないから、このままでいいんだという点では、ここの中に

も載っております向上させなければならないという目的のところからも、外れ

ると思うんですよね。やはり少しでも、そういう面では、１人、今は１日を２

人態勢でやっていると思うんですが、それをフルに動ける方を１人置くという

お話だったんですが、その点はどういうふうになっているのかということと、
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それから、やはりそういう資格を持った方をきちんとそこに置くということは

大事なことだと思うんです。思いますので、その点お願いします。 

答（こども育成） まず、資格の点ですけれども、高浜市は、家庭的保育を行

ってきているというところの中で、そこの質の担保ですね、そういうところを

しっかりしていかなければいけないというところで、これまで継続的に研修を

実施してきて、その点を担保している。それで、担保してきているからこそ、

今まで支障がない。ですから、今後もその支障がないようにするために、きち

んと研修も行い、そういった機会の場を提供していくということですので、御

理解いただきたいと思います。職員の働き方の態勢でございますけれども、国

の交付金の対象となるという基準のところの中では、今の勤務形態では少し難

しいという見解もいただいておりますので、そういうことも含めて、日中、核

となる時間帯をやっていただく中心となる方というのを据えて、それに対して、

補助者がついていくという形の勤務体系にはする予定でございまして、今、中

で、大体どの方がやっていただけるかということは、おおよそ検討は済んでい

るんですけども、そういった形で各家庭的保育とも、今、協議が進んでいると

いうところでございます。 

委員長 ほかに。 

問（１５） 先ほど、食事の件がありましたけども、これは、今までどおり弁

当の持参であっても可能なのかということと、それから、食事代の徴収方法。

それともう１点、この一番最後の施行期日がありますけども、これちょっと読

みますと最後に、関係法律の整備等に関する法律、平成２４年ずっとあって、

の施行の日から施行するという、ちょっとわからないですから。この点につい

て、具体的には、これは、もし可決された場合は、いつからのこれは施行にな

るのか。この２点について。 

答（こども育成） ただいまの質問の中の今までどおり弁当持参でもいいのか

というところでございますけども、あくまでも、この条例に従う形でこの弁当

というところではなくて、食事の提供が定められておりますので、仮に弁当の

ままという形になりますと、国がいわゆる、地域型保育給付の対象にはなって

きませんので、そういった支給対象にはならない事業という形になってきます。

その対象にするためには食事の提供が求められますが、経過措置の中で５年間
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のその移行期間が設けられているというところでございます。食事代につきま

しては、今、保育所でも一緒なんですけれども、保育所の未満児の部分につき

ましては、保育料の中に食事代というのが含まれた状態で保育料を徴収されて

おりますので、第三号認定という形の中で取り扱う中では、その食事代の徴収

の仕方については、保育所と同様の形になってくるというところでございます。

あと、最後の質問、施行日なんですけれども、この法律というのは、平成２７

年４月１日に施行される予定で、国のほうはなっておりますので、それに合わ

せての施行になりますので、今の予定では４月１日施行という形になっており

ます。 

問（１５） ちょっとこれ僕の勘違いかわかりませんけど、ちょっと確認させ

ていただきたいんですけども、今回、消費税が５％から８％、また来年には１

０％、これは予定ということで、予定されておりますけども。この消費税の増

額分というのは、社会保障費と、それから子育て支援の財源、これに限るとい

うふうに、今、されております。したがって、この子育て支援の財源の増額と、

それから、今、この今回、４７、４８、４９の条例の設置の基準になっている

子ども子育て支援法について、何らかの関連があるのかないのか。 

答（こども育成） ただいまの御質問ですが、消費税による子育て支援の部分

と、この今回の条例の部分の含めた関連は、というところでございますけども、

今回、新しい新制度の中では、施設型給付、地域型保育給付というものがござ

います。そちらの中に指定された各施設、事業については、当然ながらそれに

対する手当てがなされるわけなんですけども、それについては、国のほうが公

定価格というものを定めまして、それに見合った金額を支給するという形にな

っております。今、国のほうは公定価格、仮基準という形で、公定価格のほう

示しているんですけれども、それはもちろん消費税が上がる前提で、その公定

価格というのは示されている状況でございます。ただ、今の仮の国が定めてい

る公定価格につきましては、あくまでも消費税が１０％になる前提でつくられ

たものが、今、示されているというところでございます。 

委員長 ほかに。 

 

 質 疑 な し 
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委員長 ほかに質疑もないようですので、議案第４７号の質疑を打ち切ります。 

 

 

（６）議案第４８号 高浜市特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業の運 

営に関する基準を定める条例の制定について 

委員長 質疑を行います。 

問（１２） 第２章の第４条ですが、利用定員の数を２０名以上とするとなっ

ていますが、これは、例えば、２０人以下、１９人だったりした場合にどのよ

うになるのか、そこをお示しください。それから、まず、そこをお願いします。 

答（こども育成） ２０人以下のところについての保育機能をカバーするもの

が、先ほどの条例の中にあります地域型保育事業における小規模保育であると

か、そういうところが担うという形になってきます。 

問（１２） 募集した場合に１９人しかいなかったと、でも、その後入るかも

しれない。４月の段階では、１９人だったかもしれないけれども、今後、入る

かもしれないというような場合もあるわけですよね。そういう場合は、どうい

うふうに考えたらいいんでしょうか。 

答（こども育成） これは、あくまでも利用定員の設定のところで、２０人と

定められておるわけでございますので、それ以降に募集をした結果入るか入ら

ないかというのは、また別の問題でございますので、あくまでも、その対象と

なるのは、いわゆる認可という形で、その定員をクリアしているかどうかとい

う話でございますので、よろしくお願いします。 

委員長 ほかに。 

問（１２） 第６条・・・ 

委員長 １２番、内藤とし子委員。 

問（１２） 失礼。正当な理由のない提供拒否の禁止等というのがありまして、

「利用の申込みを受けたときは、正当な理由がなければ、これを拒んではなら

ない。」となっていますが、これは正当な理由がなければと言われても、違う理

由を言って入れないと、枠はあるけれども入所を認めないということも出てく

るかと思うんですが、そういう場合に、これはどのように、こういう場合に、



 17 

施設と、本人との話し合いだけでは、そういうことがわからない。施設がそう

言われればそうかということになってしまいますので、これは市役所がここに

関与するのかどうかお示しください。 

答（こども育成） 第６条の「正当な理由のない提供拒否の禁止等」の部分に

関しての質問ですけれども、こちら一番大きな想定としては、定員を超えてし

まった場合の取り扱いというところでは、当然ながら、それを抽選等する場合

には公平なやり方でやりなさいよというところが示してあります。その他につ

いては、例えば、特別な支援がどうしてもいるようなお子さん等で、それが施

設的にどうしても今の現段階では無理だよとか、そういう事例がある場合には、

そういったところが出てくるというところでございますので、そういったとこ

ろに対しては、今まで現状も高浜市におきましては、各保育園の入園等に関し

て市のほうがかかわりながらやってきているというところもございますし、児

童福祉法の第２４条の中でも、市のところについては、その他調整等すること

が求められているところもございますので、この点については当然ながら高浜

市内の保護者、利用者の方の利便性を考えて、市としては当然行動すべきと考

えておりますので、よろしくお願いいたします。 

委員長 ほかに。 

問（１２） 利用者負担額の受領というところがございますが、第１３条、こ

この中で、特に３番としては、「差額に相当する金額の範囲内で設定する額の支

払を支給認定保護者から受けることができる。」とか、４のところで、「日用品、

文房具その他の特定教育・保育に必要な物品の購入に要する費用」、ずっとこう

ありまして、「特定教育・保育施設に通う際に提供される便宜に要する費用」と

か、いろいろ書かれていますが、要するに、上乗せ徴収が可能だということか

と思うんですが、それは市のほうがきちんとどれだけ取るんだということは・・・。

まず、上乗せ徴収かということと、上乗せ徴収する場合に、市のほうはそこに

関与していくのかどうか、その点お示しください。 

答（こども育成） ただいま上乗せ徴収の話でございますけれども、この部分

が設定されているのは、そもそも、今回、新制度に移行というところを選ぶ幼

稚園等がある場合に、今まで、国が示した公定価格の範囲では、今までの教育

が、例えば、提供できないと、そういった部分につきましては、それをこれま
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でどおり実施していくうえでは、保護者からの利用料負担というのが、国が設

定した負担ではおさまらないよというところを、これまでの教育をそのまま維

持していくという必要性のために、上乗せ徴収をするということを想定してつ

くられているものでございます。ですので、この上乗せ徴収につきましては、

その幼稚園側が、例えば、こういう教育をしたいからというところで、それが

保護者のほうとですね、例えば、協議をしてしっかりとそれを納得したうえで

徴収していくということが必要でございますので、そういうふうにしていけば

可能ということでございますし、市の関与としましては、そういった保護者へ

の周知等きちんとなされたかどうかが必要であって、市のほうがそれをコント

ロールする話というところではございませんので、御理解のほうよろしくお願

いいたします。 

委員長 ほかに。 

問（１２） 今回、この法律で、先ほどの総則の、総則ではない、１章の定義

のところで、１７番で、「法定代理受領」というのがあるんですが、これが今ま

でみたいに施設補助という形ではなく、利用者補助になるために使途制限をか

けるということが困難になると思うんですね。そういう面では、国の法律を粛々

と、委託をしてこういうのをつくられているかもしれませんが、やはり市役所

がきちんとそこの間に入って、保護者というのはやはり子供を見てもらってい

るという関係で、どうしても言いたいことがしっかり言えないということもあ

りますので、そういう面では市役所が間に入っていただくことが望ましいと思

うんですが、その点ではどう考えてみえるんでしょうか。 

答（こども育成） 今の例えの話の質問で、最終的には、市のかかわりという

部分という話だと思いますけれども。高浜市におきましては、認定こども保育

園法ができた以降に、既に２つ認定こども園が、今、現状ある中で、認定こど

も園につきましては直接契約ではありますけども、市のほうとしては、ほかの

民間保育所、公立保育所含めて同じような形でかかわって、それぞれ運営につ

いて協議をしながら進めてきて、高浜市の全体の保育行政を進めているところ

でございます。この点につきましては今後も変わりませんので、それに御理解

いただきたいと思います。 

委員長 ほかに。 
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 質 疑 な し 

 

委員長 ほかに質疑もないようですので、議案第４８号の質疑を打ち切ります。 

 

 

（７）議案第４９号 高浜市放課後児童健全育成事業の設備及び運営に関する 

基準を定める条例の制定について 

委員長 質疑を行います。 

 

 質 疑 な し 

 

委員長 質疑もないようで・・・。１２番、内藤とし子委員。 

問（１２） 放課後児童健全育成事業、今回、子ども子育てで、一応、６年生

まで学童保育、要するに、学童保育に入れなければいけないとか、いろんな子

ども子育ての法律の中に、こうして入ったということはとても進歩だと思うん

ですが、ここにも書いてありますが、第４条のところで、「最低基準を超えて、

常に、その設備及び運営を向上させなければならない。」、２番に「最低基準を

理由として、その設備又は運営を低下させてはならない。」、そのようなことが

ずっと載っているんですが、そういう面の保障というか、担保というか、どの

ように考えてみえるのかお示し下さい。 

答（こども育成） ただいま、第４条の最低基準等を含めたそれに対する市の

かかわりというところでございますけれども。ただいま、高浜市内、７児童ク

ラブございますけれども、こちらの運営等に関しましては、毎月、定例会を開

きながらいろいろ情報交換もしつつ、また、公立のほうで研修等も開きながら、

各それぞれの児童クラブに参加していただいて、設備等含めた、また、質の向

上も含めた児童クラブ全体の運営のほうを市のほうとしてかかわってきており

まして、それについては今後も同様でありますので、よろしくお願いいたしま

す。 

問（１２） 放課後児童健全育成事業の一般原則の中に、「事業の運営の内容を
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適切に説明するよう努めなければならない。」とあって、「自ら評価を行い、そ

の結果を公表するよう努めなければならない。」とかあるんですが、これらは、

どのようにしていく考えなのかお示しください。 

答（こども育成） ただいまの質問の「自ら評価を行い、」というところでござ

いますけれども。こちらについては、特に、今、確かに現状、この評価をどう

いう項目で行うかというところについては、決められたものがあるわけではご

ざいませんので、こちらについては、一度、こういったチェック事項を設けて、

各７児童クラブですね、それぞれ共通事項としてこういうところをきちんと担

保していくべきだろうという、そういったシート等をつくって、そういったも

のを自ら評価していくという仕組みをつくっていきたいと考えておりますので、

よろしくお願いします。 

問（１２） 職員の一般的要件の中で、第７条ですが、「児童福祉事業の理論及

び実際について訓練を受けたものでなければならない。」となっていますが、こ

れについては、どのようにしていかれるおつもりなのかお示しください。 

答（こども育成） ただいま、第７条の部分でございますけれども、「理論及び

実際について訓練を受けたものでなければならない。」というところで、まず、

職員の規定というところの中で、第１０条で「職員」の規定がなされており、

その「職員」の規定の中で、「都道府県知事が行う研修を終了したものでなけれ

ばならない。」とありますので、まず、そこで事前に研修等受けて、そういった

実際の理論ですね、そういったところで訓練を受けていくというところになっ

てきます。また、それ以外の部分でも、児童クラブ職員として働き始めた中に

おきましても市のほうで研修を開いたりとか、そういった機会をその都度設け

ておりますので、そういったところを担保して、働く方の質を高めていくとい

う形なっていて、現状でも、市がやっている部分についてはなっておりますし、

今後も継続していくということでございます。 

問（１２） 現在は、シルバー人材センターの方が委託を受けてやってみえる

と思うんですね。児童センター式でやっているところの児童センターの方は、

本来、学童保育の方たちを一緒に面倒見る立場ではない、見るというか、瞬間

的に見ることはもちろんあっても、継続して見る立場ではないと思うんですが、

やはり、これも研修を終了したものというあれが入っていますが、きちんと、
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その終了したものというだけではなく、シルバーの方たちは年齢層も高いです

し、シルバーの方たちがいけないと言っているわけではなくて、きちんと保育

士さんなど資格のある方を中心において、シルバーの方たちは補助要員みたい

な形で一緒にやっていただくのが、体力的な面からいっても。子供たちはよく

見ていましてね、この相手はちょっと弱そうだから思いっきりぶつかってはい

けないとか、そういうことも見ているんですよね。だからそういう面でも、シ

ルバーの方だけに委託をしていくというのは問題があると思うんですが、そう

いう点ではどうでしょうか。 

答（こども育成） ただいまの「職員」の部分でございますけども、職員の資

格はそもそも１から９号までに当てはまっていれば、職員としてはやれるよと

いうところでございますので、シルバーの職員の方では、１から９号をクリア

していただくというところを踏まえての話になってくるかとは思いますけれど

も。そのうえで、あとは個人のそれぞれの方の質の向上というところになって

くるかと思いますので、その点については先ほども申しましたように、児童ク

ラブに係るさまざまな研修と協議の場を踏まえ質の向上を担保していくという

ところで行っていきたいと考えておりますし、今、現状において、その点につ

いてはシルバー人材センターさんによる児童クラブの運営については、特に支

障もないと考えておりますので、引き続き、その部分については継続していき

たいと考えております。 

委員長 ほかに。 

問（１２） 次に移ります。開所時間及び日数のところで、第１８条、「１日に

つき８時間」、１番、というのがあります。それから、「小学校の授業の休業日

以外の日に行う放課後児童健全育成事業 １日につき３時間」、これ２番ですけ

ども。学校というのは、給食がない日だとか、いろんなケースがあると思うん

ですが、この８時間とか、３時間というのは子供たちの実態に合っていないと

いうか、これでいいのかどうか、お示しください。 

答（こども育成） この第１８条の時間の部分ですけども、これはあくまでも

この基準として定めているものでございまして、実情に合うかどうかというの

は、この届出が、市に当然協議なされる段階で、これで受け入れができますか

とか、そういった調整は当然必要になってくると思いますので、その点につい
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ては、届出が出てきた中での協議で、その点は対応されるものと考えておりま

すので、よろしくお願いいたします。 

委員長 ほかに。 

 

 質 疑 な し 

 

委員長 ほかに質疑もないようですので、議案第４９号の質疑を打ち切ります。 

 

 

（８）議案第５０号 平成２６年度高浜市一般会計補正予算（第２回） 

委員長 質疑を行います。 

問（６） １点、質問させていただきます。補正予算書の４４ページ、２款、

１項、１２目、企画費のアシタのたかはま研究事業に係る行政サービス研究基

礎調査委託料、３００万になっていますけども、委託の目的というのは、これ

いったい何になるのかというのを、まずお伺いしたいんですけども。 

答（総合政策） 委託の目的ということでございますが、労働者派遣法の改正

やマイナンバー制度の導入、また、インターネット環境の普及、進展など、さ

まざまな要因を見据えまして、従来のような既存事業の切り出しから将来像や

可能性を導くのではなくて、逆に、可能性から見えてきた未来の姿から、その

実現に向けた手段、方法等を提案していただくことで、将来的な行政サービス

に係る業務の範囲や業務量の増減などを想定し、行政コストの圧縮及び施設需

要の圧縮の可能性について、調査、委託するものでございます。 

問（６） 続きまして、業務委託の内容について、どういうことを委託される

かということを教えていただけますか。 

答（総合政策） 委託の内容ということでございますが、主なものといたしま

て、有識者へのヒアリングから想定されます、行政サービスの今後の方向性、

また可能性、先進自治体へのヒアリングから想定されます、行政サービスの今

後の方向性、可能性、また企業等へのヒアリングから想定されます、行政サー

ビスへの参入の可能性、方向性などの調査、これらの調査を実施いたしまして、

これらの調査から想定されます、市役所業務の範囲や業務量の増減などを見極



 23 

めまして、５年後、１０年後、２０年後のハードを含めました、組織、機能等

の方向性、可能性などについて調査を委託していくものでございます。 

問（６） 続きまして、今、委託の内容を御説明いただいたんですけども、委

託の結果、どういう形のものが出てくるかわからないですけども、それをどう

いうふうに高浜市の行政のサービスの中で生かしていくのかということを教え

ていただけますか。 

答（総合政策） 成果をどのように活用していくかということでございますが、

少子高齢化社会の進展に加え、市役所の業務を取り巻く環境が大きく変化する

ことが見込まれております。この調査によって得られた情報やデータから、例

えば、マイナンバー制度の導入などによって、窓口業務はどうなっていくのか、

またインターネット環境の普及、進展によりまして、各種申請書類等の受付、

処理といった業務がどういうふうになっていくのか、また労働者派遣法の改正

によって、情報分野、内部管理部門の業務はどのように変化していくのかとい

った、市役所の業務について未来予想図的なものを描いてまいりたいというふ

うに考えております。この市役所の未来予想図をもとに、ハードを含めました

行政需要の予測を立て、５年後、１０年後、２０年後の市役所のあるべき姿を

描いてまいりたいと考えております。また、こうした調査、検討の過程におい

ては、全庁横断的な職員プロジェクトなどを立ち上げて、職員の意識改革や人

材育成なども、同時に行ってまいりたいというふうに考えております。 

問（６） 今、伺っている内容ですと、要は、市役所の中をどうするという視

点、要は、申し訳ないですけど、プロダクトアウトの発想だなと。市民から見

た場合に、アシタのたかはま研究所が、市民のサービスとして、どういう姿を

描いて、市民がどういうサービスを受けられる、どういう手続きの利便性が図

られる、そういう視点でのところがどういう形になってくるのかということを

ちょっと御説明いただきたいんですけども。 

答（総合政策） 市民が受けるサービスがどのように変わってくるかという予

測というところでございますが、先ほど申し上げました要因により、長期的な

視点に立った場合、例えば、マイナンバー制度の運用が始まれば、自治体間同

士での情報のやりとりができてきます。こういったことによりまして行政手続

きが行政間だけで済み、住民の方が添付書類の提出が必要なくなってくるとか、
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また個人番号カードや証明書自動交付機などの普及などによりまして、住民票

や印鑑証明などが、例えば、コンビニエンスストアで全国どこでも２４時間取

得できるようになることなど、利便性が高まっていくのではないかというふう

に考えております。こうした場合、市役所といたしましては、窓口業務量が、

現状よりも減少していくものというふうに想定されていることから、例えば、

各種の証明書の交付窓口は、現在よりもコンパクトな規模で済むのではないか

というふうに考えております。 

問（６） いわゆる縦割り行政のところから１歩踏み込んで、１カ所で手続き

を済ませば全てのところで事足りる一元管理ができるような、そういうことを

狙ってみえるのかというふうに感じますんで、ぜひそういうサービスの提供に

切りかえていただきたいなと思います。それでは最後になりますけども、委託

先については、どういうところを考えておみえかということ、教えていただけ

ますか。 

答（総合政策） 委託先ということでございますが、有識者へのヒアリングや

企業へのヒアリング、先進自治体へのヒアリングなどの調査を考えていますの

で、現在のところ、東京周辺に所在する、こうした業務に精通しているコンサ

ルタントに業務のほうを発注してまいりたいというふうに考えております 

問（１５） 補正予算書の４２ページ、４３の、１９款、諸収入、４項、雑入

の高齢者肺炎球菌予防接種について、お伺いいたします。平成２６年、今年の

１０月１日をもって、これが定期接種になったわけでございますが、当然、こ

れは肺炎を患う方、患者さんが多分増加したと思うんですけども、高浜市のま

ず状況、それと定期ということですので、これ時期といいますか、何歳になっ

たら受けるかという質問からお願いします。 

答（保健福祉） 肺炎球菌の高浜市の状況というより、高浜市の状況が個別に

なかなか数字としてありませんので、全国的には高齢者の死因の３位、４位と

いうような高い位置にあるということで、今回、そこも含めて、定期接種化さ

れるというものであります。年齢につきましては、６５歳以上の５歳刻み及び

１００歳以上の方ということで、今年度始めていくことになっておりますので、

よろしくお願いします。 

問（１５） 時期としては、年齢としては、６５歳から５歳刻みと、今、お答
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えがありましたけども、今までは、これは自分の希望によって、例えば、６６

歳であろうと、何歳であろうと、または１回だけとか、こういうふうに今まで

あったんですか、これは。 

答（保健福祉） この高齢者の肺炎球菌につきましては、市のほうでは、平成

２５年度から助成制度ということで、後期高齢者を対象に実施をしてまいりま

した。この助成制度につきましては、定期接種が始まりますが、合わせて、並

行して実施をしていくということで行ってまいりますので、定期の対象者につ

きましては定期接種として、７５歳以上で５歳刻みを外れる方については、任

意接種の助成制度を使っていただいて、接種を受けていただくということにな

ります。なお、この接種につきましては、現状生涯で１回ということになって

おります。 

問（１５） 今、ちょっと確認。１回、受ければいいと、一生のうちに。 

 

 「・・・」と発声するものあり。 

 

委員長 保健福祉グループ。 

答（保健福祉） 今回、定期接種も助成制度もそうですが、生涯に 1 回のみで

す。で従前・・・ 

 

 「・・・」と発声するものあり。 

 

答（保健福祉） 助成。 

 

 「・・・」と発声するものあり。 

 

答（保健福祉） 生涯で１回のみということで定期接種が始まりますが、定期

接種前に受けた方は、定期接種の対象にならないというものであります。 

 

 「・・・」と発声するものあり。 
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答（保健福祉） 助成制度も生涯に１回、定期接種も生涯に 1 回です。 

 

 「何。ちょっと、ごめんなさい。」と発声するものあり。 

 

委員長 保健福祉グループ。 

答（保健福祉） 医療的な部分も含めまして、定期接種として受けられるのは

１回のみの接種です。１回しか受けられないというものです。 

 

 「えっ、ちょっと、すみません。」と発声するものあり。 

 

委員長 １５番、小嶋克文委員。 

問（１５） というと、先ほどの年齢で６５、５歳刻みとありましたね、たし

か。ということは、例えば、６５歳の方が１回接種されたら、次は７０という

のは、これどうなるんですか、これは。１回のみということは。 

答（保健福祉） この制度は大変複雑になっておりまして、５歳刻みになって

おります。それで、現状決まっておりますのは、５歳刻みの方は定期接種とし

て１回受けることができますが、５年後に再度、もう一度、５歳過ぎましたの

で、定期接種が受けられるかどうかということは、現状でまだ決まっておりま

せん。 

問（１５） わかりました。わかったというか、何かあの・・・。何か読むと、

ワクチンというのが、５年ぐらいでなんかで一応・・・ 

答（保健福祉） 免疫が、１回受ければ一生続くという科学的な根拠はありま

せん。ただ、接種としては、１回を受けるというものです。 

 

 「・・・」と発声するものあり。 

 

委員長 よろしいですか。 

問（１５） はい、いいです。 

答（福祉部） 助成をさせていただくのは、１回ということです。ですので、

２回目受けたいという方は、任意で、自分で払って受けていただくということ
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になります。 

問（１５） 基本的には先ほど、ワクチンの有効期限が５年か６年ぐらいで多

分切れるということで、一応、５年ごとに受けたほうがいいと、これは。基本

的には。だけども、要するに、助成は１回しかないよということですね、これ

は。そういうことでいいですか、考え方は。 

答（保健福祉） いろいろお答えが惑わすようなことをして申し訳ありません

でした。おっしゃるように、その５年ごとに受けるかどうかという話は、やは

り、かかりつけ医の医療機関の医師と相談していただいて、接種を受けていた

だくということで、よろしくお願いいたします。 

問（１５） 定期という言葉があるので、ちょっと惑わされてしまうね、これ

はね、ちょっと。だから定期であれば、やはり何歳になったら受ける、何歳に

なったら受けるというふうにね、ちょっとやはりそういうふうにどうしても考

えてしまいますね、これは。それから、今、助成制度がありますけども、今回

の定期接種になったことで、金額的には、これは何か変更ありますか。 

答（保健福祉） 今、歳入のところで、金額のほう言われました。１人当たり

２，５００円を御負担いただくということで、お願いしていくことであります。

今、通常ですと、助成制度８，０００円ぐらい、接種費用がかかりまして、３，

０００円を助成しておりまして、通常５，０００円負担となっておりますので、

定期接種化されて、対象の方は２，５００円の負担で接種が受けれらるという

ものであります。 

問（９） 先ほどの６番委員と同じところなんですけども、補正予算書の４４

ページのアシタのたかはま研究事業に係る委託料の件ですが、先ほどの答弁の

中で、調査、検討の過程においての全庁横断的な部分を含めて、職員意識の改

革、人材育成という目的という部分は、十分わかったんですけども、その前に

お答えいただいた市役所の業務を含めた中で、ハードを含めた行政需要の予測

を立てて、５年後、１０年後、２０年後の市役所のあるべき姿を描くというお

話がありましたけども、これは例えば、公共施設でいうと、今、市庁舎の整備

事業というのは、もう来年から進めていくわけではないですか、基本設計等や

っていくわけですから。そういったところに少しでも反映したいという、そう

いう目的もあって、この時期の補正というようなことの考え方でもいいんです
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かね。 

答（総合政策） はい、そのような考え方でよろしいかと思います。 

問（９） でしたら、できるだけ早く、そういうふうに反映できることになれ

ばね、それはいいかもしれないですけども、現実的にはどうかなというところ

もありますので、どうしてもこの時期に出てきた補正の部分という目的が、あ

まりにも伝わってこないところがあるんですよね。だから、極端な言い方をす

ると、今、言った、市役所の未来の部分の行政サービスのあり方がどうなるか

という部分と。それから、職員の研修というか育成、そういった部分を、例え

ば、両方半々にあるとした場合に、来年早々から、これが職員のさらなる育成

にすぐ使えるツールにするために、この時期にやっていくというところのが多

いと思うんですよ、実際。そのように僕は思うんですけども、それはどうお考

えですかね。 

答（企画部） 先ほど、グループリーダーのほうが、現在検討中の庁舎整備事

業のほうにすぐに反映するというようなことで、お答えをさせていただきまし

たですけども、時期的には、なかなかその辺難しいのかなという部分もござい

ます。実際、この調査結果が反映できるのは、おそらく２０年後の今の庁舎整

備事業の中で設定している期間、２０年間ということでございますので、その

２０年後に向けて、ある程度、そういった絵を描いていけたらなという部分も、

それは念頭に当然あるというふうでお考えいただければというふうに思います。

また、職員の人材育成の部分につきましては、やはりアシタのたかはま研究所

そのものが、そういった目的を持って設置をする機関であるということもござ

いますので、当然この委託結果で、特にこれから高浜市を背負っていく若手の

職員にとっては、その２０年後、我々２０年後はないわけですけども、若手の

職員にとっては、当然、それは影響が出てくる部分もございますので、しっか

りとそういった意識を持っていただきたいということもございますので、そう

いった人材育成面には生かしていきたいというふうに考えております。 

問（９） どうしても委託料というのは、丸々投げてしまって、結果が出てく

るまで待っていてというような部分にしか見えないもんですから、それをどう

生かしていくかとか、あるいは委託をしたんだけども、その委託をする先に対

して、高浜の行政として、いろいろなものをまた出していく、中でも、職員の
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意識の改革だとか、そういったことも当然やっていけるはずだと思うんですよ

ね。だから、そういうような考え方をしっかり職員の方々に伝えてやっていく

事業なんだと。丸投げしてしまう事業という意味じゃなくてね、あるいは来る

まで待っていることという意味ではなくて、そういう部分をぜひお願いしたい

と思います。 

答（市長） 今、部長とリーダーのほうからお話がありました部分は、決して

間違っている部分ではなくて、ちょっと捉え方が違っていたというところがあ

りまして、部長が説明したように将来のところにハードも関係をしてくるよと

いう意味で、その部分で今回のという。今回の庁舎の部分も将来の業務の範囲

が変わるから、そのときには対応できるようにという部分で、自前で持たない

という部分があるということで、ちょっと誤解があったかなというふうに思い

ますが。今、北川委員からお話がありました、行政サービスのこの委託料なの

に丸投げという話になってないかだとか、なぜ、この時期にということでござ

いますが、アシタのたかはま研究所を立ち上げたのが今年度であります。丸投

げにしないためにも、どの部分を委託するのかということの研究をまずやって、

その後、必要な予算を計上するという形で、ただし、来年度までずれ込むこと

で、来年度の事業が進まなくてはいけないということがありますので、今年度

中に、ある一定のベースの調査をさせていただきたいということで、その委託

する範囲を検討している中で、この時期での委託ということになったというふ

うに御理解いただければと思います。 

委員長 ほかに。 

問（１２） ４５ページの地域内分権推進事業の高浜ふれあいプラザ自動火災

報知設備設置工事費、３２０万１，０００円。これは、使用目的というか利用

目的が変わったときにつけなかったのかどうか、素朴な質問ですが、それをま

ずお聞きしたいのと。５１ページの小学校維持管理事業、翼小学校教室改修工

事費、普通教室が１つふえるというお話ですが、２８年と２９年にも、総括で

すか、クラスがふえそうだというお話を聞いているんですが、どのようにして

いかれるのかお示しください。 

答（総合政策） 高浜ふれあいプラザの自動火災報知設備設置工事の件でござ

いますが、まず改修工事をしたときでございますが、こちらへ確認申請等を当
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然のことながら提出しております。そのときにおきましては、こちら自動火災

報知設備の設置に対する指摘とか指示とかはなかったわけなんですが、本年６

月に消防署の方がふれあいプラザの現地調査をされたところ、こうした不特定

多数の方が利用される、今の実際の用途を見た限りでは、自動火災報知設備が

必要だという御指摘をいただきました。そのことによりまして、今回、９月補

正のほうに計上をさせていただいたという経緯でございます。 

答（学校経営） 翼小学校の改修工事でございますが、２７年度に向けまして、

まず、今回の補正におきまして、２階にあります教材コーナー、こちらを普通

教室として使用できるように、改修工事を予算計上させていただいているもの

でございます。あと、２８年度、２９年度に、委員おっしゃられましたように、

１学級ずつふえる予測が出ております。これにつきましては、来年度の予算で

計上していきたいと思っておりますが、３階の教材コーナー１室と、２階の生

活科室１室、こちらをそれぞれ普通教室化したいというふうに考えております。 

委員長 ほかに。 

 

 質 疑 な し 

 

委員長 ほかに質疑もないようですので、議案第５０号の質疑を打ち切ります。 

 

 

（９）議案第５２号 平成２６年度高浜市介護保険特別会計補正予算（第１回） 

委員長 質疑を行います。 

 

 質 疑 な し 

 

委員長 質疑もないようですので、議案第５２号の質疑を打ち切ります。 

 

 

（１０）議案第５５号 平成２６年度高浜市一般会計補正予算（第３回） 

委員長 質疑を行います。 
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 質 疑 な し 

 

委員長 質疑もないようですので、議案第５５号の質疑を打ち切ります。 

 

 

《意 見》 

（１１）陳情第４号 定数改善計画の早期策定・実施と義務教育費国庫負担制 

度の堅持及び拡充を求める陳情 

委員長 意見を求めます。 

意（７） 陳情４号については、賛成とさせていただきたいと思います。陳情

事項の１で、「少人数学級のさらなる拡充を含めた定数改善計画を早期に策定し、

実施すること。」の部分で、教育は人なりと言われるように、義務教育の成否は

教職員の確保、適正配置、資質向上に負うところが大であると思います。また、

今、学校現場では、子供たちの健全育成に向けて、真摯に取り組んでいるもの

の、いじめや不登校、非行問題を含めた子供たちを取り巻く教育課題は多くあ

ります。また、子供たちにきめ細かな指導をするためには、学級規模の縮小が

不可欠であると考えます。今後さらなる３５人以下学級編成が法制度化される

ことにより、学校も新たな教育課題に対応できると思い、この陳情には賛成さ

せていただきたいと思います。 

意（１５） この陳情には、賛成をさせていただきます。全ての子供たちに行

き届いた教育を行うには、一人一人の子供にきめ細かな対応ができる少人数学

級が必要であります。少人数学級のさらなる拡充を含めた定数改善計画の早期

策定を求める本陳情には、賛成をさせていただきます。 

委員長 ほかに。 

意（２） この陳情には、賛成をさせていただきます。今、教育のほうが、い

じめ問題だとか、そういういろんな問題があるわけですけれども、そういった

ものを解決していくためにも、やはり、人の確保というのは大事な話だと思い

ますので、賛成をさせていただきます。 

委員長 ほかに。 
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意（１２） 私どもも賛成です。理由は、今、言われた意見と同じようなんで

すが、山積する課題に対応して、全ての子供たちに行き届いた教育を行うため

にも、少人数学級の拡充を含めた定数改善計画の早期策定、実施が不可欠だと

思っています。さらに、子供たちが全国どこに住んでいても機会均等に一定水

準の教育を受けられることは憲法上の要請ですし、義務教育費国庫負担制度の

堅持とともに、国庫負担率を２分の１へ復元するようにという陳情ですので、

賛成します。 

委員長 ほかに。 

 

 意 見 な し 

 

委員長 意見もないようですので、陳情第４号についての意見を終了いたしま

す。 

 

 

（１２）陳情第５号 国の私学助成の拡充に関する意見書の提出を求める陳情 

委員長 意見を求めます。 

意（７） 陳情第５号については、趣旨採択でお願いいたします。平成２２年

度から公立高校の無償化が実施され、それに伴い私立高校生へも授業料に充て

る就学支援金が所得基準により支給されています。こうした私学への助成は、

私学であっても公教育の一翼を担う存在という捉え方から行われているものと

考えます。陳情書の内容は、いずれも一層の拡充や充実を図ってほしいとのこ

とですが、国も財政危機に陥っているのが現状であり、さらなる拡充、充実に

は、限界があると感じております。しかし、陳情の趣旨は十分に理解できます

ので、趣旨採択でお願いいたします。 

委員長 ほかに。 

意（１５） 趣旨採択でお願いいたします。国においても、この陳情書にも書

いてありますけども、私立高校生への就学支援金を中低所得者層に加算し、経

常費助成も増額となるなど、非常に努力をしております。また、私立高校には

公立高校にはない施設を整備したり、また独自の教育理念のもとに教育を行っ
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ている学校もあります。そういった理念を求め入学する生徒もこれは多いです。

よって、本陳情には、その趣旨には賛成できますが、公立高校ではなく、私立

高校に通いたい生徒もいることから、趣旨採択といたします。 

委員長 ほかに。 

意（２） 私もこの陳情には、趣旨採択でお願いしたいと思います。今、皆さ

ん方、いろいろと意見を言われましたように、やはり、公立と私立、ある程度

の差があるのは事実の話であります。だけれども、財源も限られているわけで

すので、そういう中からいっていくというと趣旨はわかりますので、これには

趣旨採択ということでお願いをいたします。 

委員長 ほかに。 

意（１２） 私どもは、陳情５号について賛成をいたします。意見としては、

今年度の国の私学助成予算は合計で９９億円ふえたんですが、昨今は、財政危

機に直面している都道府県も多くて、貴重な国の加算分を、今年度予算に全て

上乗せしなかった都道府県が半数以上に上がるなど、安心することはとてもで

きない状態です。父母負担の面でも、平成２２年から高校無償化の方針のもと

で国公立高校のみが無償化され、私学へも一定の就学支援金が加算され、新た

に給付型の奨学金制度も実現しましたが、今なお、私学の生徒と保護者は、高

い学費負担に苦しんでいます。そんなわけで、経済的理由で退学したり、授業

料を滞納する生徒も急増していますし、過重な学費負担のため、私学を選びた

くても選ぶことが難しい層が広がって、学費の公私格差が学校選択の障害とな

って教育の機会均等を著しく損なっています。地方自治体の財政危機が深まっ

て、私学助成予算も深刻な事態に陥っている今、県の私学助成の土台であり、

奨励措置でもある国の私学助成の役割が一層重要になっていますので、父母負

担の公私格差を是正するために、就学支援金を一層拡充することなど意見書を

提出してくださいというものですので、賛成いたします。 

委員長 ほかに。 

 

 意 見 な し 

 

委員長 ほかに意見もないようですので、陳情第５号についての意見を終了い
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たします。 

 

 

（１３）陳情第６号 愛知県の私学助成の拡充に関する意見書の提出を求める 

陳情 

委員長 意見を求めます。 

意（７） 陳情６号には、趣旨採択でお願いいたします。私立高校の授業料補

助制度は十分であるとは言えませんが、実施されています。愛知県では、県立

高校に２校受験できます。また、経済的な理由であるならば、自分のレベルに

合った学校も選択できると思います。また、私立高校の持つ設備、施設、授業

内容、部活動等を選択したならば、その代償は、費用であると考えざるを得ま

せん。また、県の財政も大変厳しい中でありますので、さらなる助成の拡充、

施策を実施するということは、難しいと思います。しかし、私立高校の置かれ

ている厳しい状況も十分理解できますので、趣旨採択でお願いします。 

意（１５） 本陳情も、陳情第５号と同じく、趣旨採択といたします。 

意（２） 私もこの陳情６号に対しては、先ほどと同様で、趣旨採択でお願い

したいと思います。理由は先ほどと同じで、財源的にはかなり厳しいものがあ

りますけれども、趣旨はわかりますので、趣旨採択とさせていただきます。 

意（１２） 陳情６号については、私ども、賛成をいたします。愛知県では高

校生の３人に１人が私学で学んでいます。私学は、公教育の重要な役割を担っ

ていますし、「子供と教育のために」を最優先させて、予算編成に当たっては、

父母負担の軽減と人間教育の豊かな創造を願う県民の要求に応えて、県の私学

助成予算の拡充をすることが求められていると思いますという陳情ですので、

賛成いたします。 

委員長 ほかに。 

 

 意 見 な し 

 

委員長 ほかに意見もないようですので、陳情第６号についての意見を終了い

たします。 
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（１４）陳情第７号 私立高校生の父母負担を軽減し、学費の公私格差を是正 

するために市町村独自の授業料助成の拡充を求める陳 

情 

委員長 意見を求めます。 

意（７） 陳情第７号は、反対でお願いいたします。陳情事項の、「現行の市町

村独自の授業料助成を拡充してください」との内容で、私立高等学校授業料補

助事業は、各市町村で実施されております。高浜市は所得制限があるものの近

隣市と比較しても、高浜市の２万４，０００円に対し、碧南市、知立市、西尾

市、岡崎市及びみよし市が１万２千円、豊田市が１万５，０００円、刈谷市と

安城市が１万８，０００円となっており、９市の中でも補助額が最も高く、手

厚いものとなっています。さらに、平成２２年度から公立高校の無償化が実施

され、私立高校生には、国から就学支援金が支給されたことにより、独自助成

を廃止、削減する自治体もある中、高浜市は、現行制度を維持しています。こ

のようなことから、現状のままでよいと考えますので、この陳情には反対させ

ていただきます。 

意（１５） この陳情には、反対をさせていただきます。今、お話がありまし

たように、県の減免制度や学校独自の減免制度があります。本市におきまして

も所得制限はあるものの、今、お話がありましたように、近隣市と比べても補

助額は、かなり手厚くなっております。よって、本陳情には反対をさせていた

だきます。 

意（２） 私もこの陳情には、反対とさせていただきます。理由は、先ほどか

ら言われているように、高浜市は、この近隣市に比べましても、何ら劣るとこ

ろはないと思いますし、財源の問題にしましても、かなり厳しい中でやってる

わけですので、さらに、これ以上の拡充というのは難しいと思いますので、反

対とさせていただきます。 

意（１２） 陳情７号については、私ども賛成をいたします。学費の公私格差

は極めて大きく、初年度納付金を見ても、私学は約６４万円を超えていると聞

いています。父母の学費負担は過重なものがあります。全ての子供が、親の所



 36 

得にかかわらず等しく教育を受ける権利を保障するために、父母負担の公私格

差をなくして、教育の公平を図ることだと思っています。高浜市の私学助成は、

昨年の決算で３４名、４８万９，０００円なんですね。それで、碧南とか知立

とか大府とか、約、高浜の倍というところまでいきませんが、人口だけではも

ちろんありませんけれども、それを見ても、３１０万２，３００円とか、５２

０万７，４２４円、これ総額ですけども、２６１名が碧南、知立が４３７名、

大府が５９０名ぐらい、受け取っているというお話です。もちろん金額は、こ

こは、たまたま一律 1 万２，０００円だそうですが、私学助成の額が、非常に

高浜市は少ないんですね。こういうところを見ても、周知もしっかりされてい

ないのかわかりませんが、この父母負担の軽減をするために、授業料助成を拡

充してくださいという陳情には、賛成をいたします。 

委員長 ほかに。 

 

 意 見 な し 

 

委員長 ほかに意見もないようですので、陳情第７号についての意見を終了い

たします。以上で、付託された案件の質疑及び意見は終了いたしました。なお、

本委員会においては、自由討議を実施する案件は、ございません。これより採

決をいたします。 

 

 

《採 決》 

（１）議案第４３号 財産の無償譲渡について 

 

挙手全員により原案可決 

 

 

（２）議案第４４号 権利の放棄について 

 

挙手全員により原案可決 
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（３）議案第４５号 母子及び寡婦福祉法の一部改正に伴う関係条例の整理 

          について 

 

挙手全員により原案可決 

 

 

（４）議案第４６号 中国残留邦人等の円滑な帰国の促進及び永住帰国後の 

          自立の支援に関する法律の一部改正に伴う関係条例の 

          整理について 

 

挙手全員により原案可決 

 

 

（５）議案第４７号 高浜市家庭的保育事業等の設備及び運営に関する基準 

          を定める条例の制定について 

 

挙手多数により原案可決 

 

 

（６）議案第４８号 高浜市特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業の 

          運営に関する基準を定める条例の制定について 

 

挙手多数により原案可決 

 

 

（７）議案第４９号 高浜市放課後児童健全育成事業の設備及び運営に関す 

          る基準を定める条例の制定について 
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挙手多数により原案可決 

 

 

（８）議案第５０号 平成２６年度高浜市一般会計補正予算（第２回） 

 

挙手全員により原案可決 

 

 

（９）議案第５２号 平成２６年度高浜市介護保険特別会計補正予算（第１回） 

 

挙手全員により原案可決 

 

 

（１０）議案第５５号 平成２６年度高浜市一般会計補正予算（第３回） 

 

挙手全員により原案可決 

 

 

（１１）陳情第 ４号 定数改善計画の早期策定・実施と義務教育費国庫負担

制度の堅持及び拡充を求める陳情 

 

挙手全員により採択 

 

 

委員長 次に、陳情第５号及び陳情第６号について、趣旨採択との御意見があ

りますので、採決に当たり趣旨採択を入れていきたいと思いますが、これに異

議ございませんか。 

 

 「異議なし。」と発声するものあり。 
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委員長 御異議なしと認め、趣旨採択を入れて採決をしていきますので、よろ

しくお願いいたします。 

 

 

（１２）陳情第 ５号 国の私学助成の拡充に関する意見書の提出を求める陳            

情 

 

挙手多数により趣旨採択 

 

 

（１３）陳情第 ６号 愛知県の私学助成の拡充に関する意見書の提出を求め

る陳情 

 

挙手多数により趣旨採択 

 

 

（１４）陳情第 ７号 私立高校生の父母負担を軽減し、学費の公私格差を是

正するために市町村独自の授業料助成の拡充を求め

る陳情 

 

挙手少数により不採択 

 

 

委員長 以上をもって、当委員会に付託となりました、全案件の審査を終了い

たします。お諮りいたします。審査結果の報告の案文は、正副委員長に御一任

願ってよろしいでしょうか。 

 

 「異議なし。」と発声するものあり。 

 

委員長 御異議なしと認め、正副委員長に一任させていただきます。 
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 市長挨拶 

 委員長挨拶 

 

                      閉会 午前１１時４７分 

 

           福祉文教委員会委員長 

 

 

 

           福祉文教委員会副委員長 

 

 

 


